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| submit a copy of a tax payment certifi-

cate published within the past three

months and formulated in either formats

of 3, 3`2 or 3`3 prescribed by Article 9

of the Enforcement Regulations of the

National Tax Act,

} have proven to have actually manufac-

tured or delivered the products concerned

or the products with performance similar

to that of the products concerned,

~ have proven to have prepared a system

to provide rapid after-sale service and

maintenance for the products concerned,

� have proven to have prepared a system

to provide rapid after-sale service and

maintenance.

b Time-limit for tender : 2 : 30 P.M., 15 July

2010 ( tenders submitted by mail 4 : 00 P.M.,

14 July 2010 )

c Contact point for the notice : Kazuaki

Kimura Assistant Manager, Accounting Di-

vision, General Affairs and Planning De-

partment, Kansai Branch, West Nippon Ex-

pressway Company Limited, 1`13 Iwa-

kura-cho, Ibaraki City, Osaka Prefecture

567`0871 Japan TEL 06`6344`9242

オ 棟名 渡り廊下] 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造２階 建築面積 20fl

延べ面積 39fl

カ 棟名 渡り廊下^ 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積 28fl

延べ面積 28fl

キ 棟名 渡り廊下_ 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積 15fl

延べ面積 15fl

ク 棟名 仮渡り廊下 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積 76fl

延べ面積 76fl

ケ 工事種目 建築一式工事
コ その他 既存収容棟（三棟）模様替（新
営収容棟取合部）、工作物（貯水槽、オイ
ルタンク、沈殿槽ピット）、外構、取壊し
サ 工事範囲 上記工事（入札説明書によ
る。）

a 工期 平成23年２月28日まで
b 使用する主要な資機材 鉄筋約690ｔ、コ
ンクリート約6¶600‚、鉄骨約330ｔ、ガラス
約430fl

c この工事は、建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄
物の再資源化等の実施が義務付けられた工事
である。

` 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者（監理技術者にあっては、監理技術
者資格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者）を入札日の翌日から14日以内に本件工
事に専任で配置することができること。
ア 一級建築施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
イ 平成８年度以降に、元請として完成引渡
しが完了した上記_ア又はイに掲げる同種
又は類似工事について、地業工事から完成
までの経験を有する者であること（共同企
業体の構成員としての実績は、出資比率が
20％以上の場合のものに限る。）。
ウ 所属建設業者から入札の申込のあった日
以前に同建設業者と３か月以上の雇用関係
にあること。

a 本工事に経常建設共同企業体として競争参
加資格確認申請書（以下「申請書」という。）
及び競争参加資格確認資料（以下「資料」と
いう。）を提出する場合には、その構成員が、
単体として申請書及び資料を提出していない
こと（事業協同組合についても同様とする。）。

b 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、平成７年１月23日付け法務
省営第191号会計課長通達「工事請負契約に
係る指名停止等の措置要領の制定及び運用に
ついて」に基づく指名停止を受けていないこ
と。

c 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
注業者でないこと又は当該受注業者と資本若
しくは人事面において一定の関連がある建設
業者でないこと。

d 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
]の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年５月 24日

支出負担行為担当官
高松刑務所長 五反田伸一

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 37

〇第１号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 高松刑務所炊場棟等新営（建築）
工事

^ 工事場所 香川県高松市松福町２`16`63

_ 敷地面積 68¶894fl（全体敷地面積）
` 工事内容
ア 棟名 炊場棟 建物用途 調理場 構
造・階数 ＲＣ造３階 建築面積
1¶353fl 延べ面積 3¶194fl

イ 棟名 収容棟 建物用途 収容棟 構
造・階数 ＲＣ造３階 建築面積
1¶045fl 延べ面積 3¶083fl

ウ 棟名 職業訓練棟 建物用途 職業訓練
棟 構造・階数 Ｓ造２階 建築面積
1¶549fl 延べ面積 2¶916fl

エ 棟名 渡り廊下\ 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積 ９fl
延べ面積 ９fl

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、予決令第70条における特別の理由
がある場合に該当する。

] 本件工事の業種区分において、法務省の平
成21・22年度における建設工事の一般競争参
加者の資格の認定を受けていること（会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民事
再生法（平成11年法律第225号）に基づき再

生手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、法務省が別に定め
る手続に基づく一般競争参加資格の再認定を
受けていること。）。

^ 法務省の平成21・22年度における建設工事
の一般競争参加資格の認定の際に算出して得
た総合数値が、1¶200点以上であること。

_ 平成８年度以降に、建築一式工事の元請と
して完成引渡しが完了した次に掲げるア又は
イの基準をすべて満たす本件工事と同種又は
類似の新営工事（以下「同種又は類似工事」
という。）のうち、地業工事から完成までの施
工実績を有すること（共同企業体の構成員と
しての実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）。
なお、施工実績は、原則として、建物１棟
で判断する（ただし、法務省収容施設におい
て、一契約で複数棟を一括して施工した場合
には、その延べ面積、構造及び階数を施工実
績として認める。）ので留意すること。
また、複合的な用途を持つ建物については、
当該用途に係る部分及びこれに付随する共用
部分に係る延べ面積がその過半を占めている
場合には建物全体を施工実績として認める。
他方、その過半を占めていない場合には、
当該用途に係る部分及びこれに付随する共用
部分に係る延べ面積のみを施工実績として認
める（「これに付随する共用部分」とは、当該
用途に直接的かつ専用で付随している部分を
指し、他の用途に供する部分とも共用となっ
ている部分は含まれない。）。
ア 同種工事
Ê 建物用途 庁舎（法務省収容施設を含
む。）

Ë 構造・階数 ＲＣ造又はＳＲＣ造に
あっては地上２階建以上、Ｓ造にあって
は地上11階建以上又は高さ31Nを超える
もの。

Ì 建物規模 延べ面積2¶500fl以上、た
だし、法務省収容施設にあっては延べ面
積2¶000fl以上

Í 工事種目 建築一式工事
イ 類似工事
Ê 建物用途 事務所又は庁舎若しくは事
務所の類似施設

Ë 構造・階数 ＲＣ造又はＳＲＣ造に
あっては地上２階建以上、Ｓ造にあって
は地上11階建以上又は高さ31Nを超える
もの。

Ì 建物規模 延べ面積 2¶500fl以上
Í 工事種目 建築一式工事

３ 入札手続等
\ 担当部局 〒760`0067 香川県高松市松福
町２`16`63 高松刑務所総務部用度課 電
話087`821`6116（代表）

˜
—


		2010-05-23T14:43:54+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




